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はじめに
　1993年6月，国会の衆参両院で全会一致の下に採択された「地方分権の推進に関する決議」
を直接の起点として始まった90年代の地方分権改革は，地方分権推進法の制定（95年5月），
地方分権推進委員会の設置（同年7月）と勧告（第1次・96年12月～第4次・97年10月），地
方分権推進計画の閣議決定（98年5月）をへて，昨1999年7月に，「地方分権の推進を図るた
めの関係法律の整備等に関する法律」（以下，地方分権一括法という）が成立・公布（99年7
月）されたことにより，国レベルの法制度的改革としては一段落した（なお，98年11月に地方
分権推進委員会の第5次勧告がなされ，99年3月第2次地方分権推進計画が閣議決定されてい
る。これにもとつく法制化は今後の課題となっている）。
　地方分権一括法は，共通部分である地方自治法の大改正を中心とした475本にのぼる関係法
律の改正（一部に廃止する法律も含む）を一括した法律であり，本則475条および付則252条か
らなり，新旧対照条文などの関係資料部分を含めると全体で4000ページ（広辞苑2冊分）にも
及ぶ膨大なものである。国による地方公共団体（以下，地方自治体あるいは自治体という）コ
ソトロールの中核となってきたと目される機関委任事務を廃止し，国の関与を廃止縮小するこ
とによって，従来の中央集権型行政システムを転換し，分権型行政システムを構築することを
めざしたものであるといわれている。同法は一部をのぞいて本年4月1日に施行されることに
なる。これによって，わが国の地方自治体と国との法制度システムの基本的な枠組みは大きく
変化する。
　教育文化の分野についてはどうであろうか。改正された法律475本のうち文部省関係（地方
分権一括法の本則第125条～第145条）は，地方教育行政の組織及び運営に関する法律をはじめ
学校教育法，社会教育法，文化財保護法など21本である（政令1本を含む）。これらは，さき
の地方分権推進計画およびその教育分野の検討事項を具体化した中央教育審議会の答申「今後
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の地方教育行政の在り方について」（1998年9月）にもとづき，関係法律の改正が必要となっ
たものである。その趣旨は，「教育行政における国，都道府県，市町村の役割分担を見直し，
新たな連携協力体制を構築するため，主体的かつ積極的な地方教育行政を推進するための教育
委員会制度の在り方等の見直し，社会教育及びスポーツ行政における国の関与の見直し，文化
財保護行政における権限の委譲の推進などのほか，機関委任事務制度の廃止及びこれに伴う地
方公共団体の事務区分の再構成等を行うもの」とされている（99年8月il日文部次官通知）。
　果たして，この地方分権一括法によって，21世紀の「分権型社会の創造」への確かな道は開
かれるのだろうか。国・都道府県・市町村の上下主従の関係（中央集権型行政システム）は，
対等・協力の関係（地方分権型行政システム）へと変革される契機となるのだろうか。そして
何よりも，中央集権的性格の強いわが国の教育行政システムを転換していく確実な契機となる
のであろうか。
　こうした問題を正面から全面的に論ずることは現在の筆者の力量をはるかに超えている。そ
こで小論では，今回の地方分権一括法が制定される経緯を振り返り，この法律の概要と特徴を
確かめ，それが教育の地方分権に何をもたらすのかを整理するとともに，若干の論点にふれる
にとどめる。
1．地方分権一括法への道程
1）　90年代分権改革の“起点”一国会決議と第3次行革審答申一
　周知のように，憲法の保障する地方自治の充実をめざした地方分権改革の問題は，戦後の半
世紀をとおして繰り返し課題とされてきたものである。古くはシャープ勧告（1949年）やそれ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　かんぺを受けた地方行政調査委員会議（いわゆる神戸委員会）の行政事務再配分に関する勧告（1950
～51年）をはじめとして，これまでさまざまな分権改革提言が公表されてきた。それらの提言
の中には，部分的には実施された事項もあるが，中央省庁などの強い抵抗を受けて，抜本的な
改革は先送りされてきた。また，一口に分権改革論といっても，そこには事務再配分の内容，
税財源の分権と税制，分権の“受け皿”問題（市町村と府県の二層制の存廃・市町村合併・府
県廃止・道州制・連邦制など），住民参加の在り方，分権改革の優先順位などをめぐって多く
の対立点・論争点を含んださまざまな潮流が複雑に対抗してきた。このように分権改革の問題
は，多様な要素をもった古くて新しい課題である。
　今回の地方分権一括法に結実する地方分権改革の新たな動向は90年代に入って本格化する。
その大きな契機となったものは，国会の衆参両院で全会一致で採択された「地方分権の推進に
関する決議」（1993年6月）と臨時行政改革推進審議会（第3次行革審）の「最終答申」（93年10
月）であったといわれている。
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　日本の憲政史上はじめてといわれる衆参両院の決議は，ほぼ同文のものであるが，東京への
一極集中の排除と国土の均衡ある発展を図り，国民がゆとりと豊かさを実感できる社会をめざ
し，中央集権的行政のあり方を問い直し，国から地方への権限移譲・地方税財源の充実強化な
どによる自治体の自主性・自律性の強化が急務であることを指摘し，「地方分権を積極的に推
進するための法制定をはじめ，抜本的施策を総力をあげて断行していくべきである」と結んで
いる。これらの決議には，住民自治の視点が明示されていないなどの弱点はあるももの，国会
が積極的に地方分権の推進を決議したことは画期的といえよう。
　一方，細川首相（当時）に提出された第3次行革審の最終答申は，それまでの臨調・行革審
での論議を集大成したものであるが，行政改革の基本的課題として規制緩和と地方分権の二つ
の柱を位置づけ，「今日，我が国をめぐる内外の情勢は急速に変化しつつあり，これまでの中
央集権的な行政体制の在り方を根本から問い直し，地方分権の新たな段階を切り拓いて行くぺ
き状況に立ち至っている」との認識のもとに，国と地方の役割分担の本格的な見直し，国から
の権限の移管等の推進，地方自治体の財政基盤の強化，地方行政体制の確立，地方分権に関す
る立法化等の推進についてそれぞれ提言している。とりわけ，「立法化等の推進」に関して，
①内閣・首相のリーダーシップの下，行政改革の一環として地方分権に関する新たな推進体制
を整備し，②基本理念，課題と手順等を明らかにした地方分権の大綱方針を1年程度を目途に
策定し，③それに沿って基本的な法律の制定をめざすべきである，として，地方分権を行政改
革の一環に明確に位置づけるとともに，その推進に関する具体的な方法論を提示したことは，
その後の事態の進行を方向づける上で大きな影響を及ぼしたといえる。
　上記の国会決議と最終答申と前後して，経団連などの財界団体，政治改革推進協議会（民間、
政治臨調），全国知事会をはじめとする地方6団体，第24次地方制度調査会などから地方分権
推進にかかわる見解，提言，意見書，答申がつぎつぎに出され，地方分権の推進を政策課題へ
と浮上させる条件は整備されていった。こうした動向を背景にして，自民党単独政権の崩壊に
よって誕生した細川一羽田一村山政権のもとで，地方分権の推進に向けての法制度改革は急速
に当面の政策課題として具体化されていった（1）。
7J∫2）　地方分権推進法の制定と地方分権推進委員会の勧告
　1995年5月，村山内閣の下で「地方分権推進法」が成立する（衆院では委員会・本会議とも
全会一致，参院では本会議は賛成多数）。同法は5年間の時限立法であり，総則，地方分権の
推進に関する基本方針，地方分権推進計画，地方分権推進委員会の全4章17条・附則から構成
されている。その眼目は，①国は地方自治の確立を図る観点から，自治体への権限の委譲国
の関与，必置規制，機関委任事務，負担金・補助金等の整理・合理化など所要の措置を講ずる
こと，②政府は地方分権の推進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための「地方分
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権推進計画」を作成をすること，（鋸理府に，両議院の同意を得て首相が任命する7名の学識
経験者からなる地方分権推進委員会（以下，分権推進委と略称）と事務局を設置すること，④
　　　　　　　　　　　　L分権推進委は，分権推進計画作成のための「具体的指針」を首相に勧告するとともに，分権推
進計画に基づく施策の実施状況を監視し，必要な意見を首相に述べること，⑤首相は，分権推
進委から勧告又は意見を受けたときはこれを尊重すぺきこと，などである。
　このように，分権推進委は単なる諮問機関ではなく，分権推進計画の「具体的指針」を勧告
するとともに，分権施策の実施状況を監視し，意見を具申するなどの権限をもつ独立性の強い
委員会であった。とくに，「このr具体的な指針』とr勧告の尊重義務』が組合わされている
点こそ地方分権推進委員会が直面した種々の特殊事情の内の最たるものであった」（2）といわれ
ている。
　95年7月3日に第1回委員会を開いた分権推進委（委員長・諸井慶日経連副会長）は，その
後，各10名余の専門委員を加えた二つの部会一くらしづくり部会（福祉・医療，教育・文化，
雇用・婦人・少年などの分野を担当）と地域づくり部会（国土・土地利用，住宅，産業・通信
などの分野を担当）一および委員・専門委員・参与による三つの検討グループー①行政関係，
②補助金・税財源，③地方行政体制等一を設置し，精力的な調査審議を重ねていった。まず，
委員・専門委員が直接執筆したといわれる中間報告（96年3月）が公表され，続いて第1次勧
告（同年12月），第2次勧告（97年7月），第3次勧告（同年9月），第4次勧告（同年10月）
が出された。
　「分権型社会の創造」とのタイトルを付した中間報告は，地方分権推進の背景・理由，その
目的・理念とめざすべき分権型社会の姿，国と地方の新しい関係，地方行政体制等の整備，主
な行政分野ごとの分権改革の方向などが提示されている格調の高い文書である。まず，地方分
権は基本的には地域住民の自己決定権の拡充を図り，あらゆる階層の住民参画の拡大による民
主主義の活性化を目指すものであること，また，それは明治以来続いてきた中央集権型行政シ
ステムを新しい分権型行政システムに変革するものであり，「明治維新・戦後改革に次ぐ『第
3の改革』ともいうべきものの一環であって，数多くの法令の改正を要する世紀転換期の大事
業である」との基本認識を表明している。さらに，「新たな地方分権型行政システムの骨格」
として，①国・地方の関係の上下・主従関係から対等・協力関係への転換と機関委任事務制度
の廃止に向けての抜本的改革，②各中央省庁の地方に対する権力的関与の必要最小限への縮小
と公正・透明な調整ルールの確立，③通達による不透明な関与の排除と「法律による行政」原
理の徹底，が打ち出されるとともに，条例制定権・自主課税権の拡大や地方行政への住民参画
の促進などが示されている。
　第1次勧告では，機関委任事務を廃止し，それを自治事務，法定受託事務および国の直接執
行事務への振り分けること，前二者への国の関与の一般原則（法定主義，一般法主義，公正・
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透明の3原則）と類型化（一般ルール法の制定）などの基本方向などが明示され，第2次勧告
では，法律ごとの区分で561にのぼる機関委任事務の自治事務，法定受託事務等への振り分け，
福祉・保健・教育分野に多くみられる必置規制の見直し，国庫補助負担金の整理・合理化，地
方行政体制等の整備（地方行政改革の推進・市町村合併と広域行政の推進，地方議会の活性化
など）が提言された。続く第3次勧告では，厚生，労働行政における地方事務官制の廃止と，
大きな懸案事項として残されていた沖縄などの駐留軍基地用地の使用・収用事務，労務管理等
の事務の国の直接執行事務化が確定され，第4次勧告においては，国と自治体および都道府県
と市町村の間の係争処理の仕組み（第三者機関の設置），市町村の規模に応じた権限委譲など
が提言されたのである。
3）　分権推進委勧告の特徴と問題点
　中間報告に対しては大方の高い評価と期待が寄せられたものの，1次から4次にわたる一連
の勧告が提示した個別事項の評価，および中央地方関係システムの総体に対する評価は，専門
家やジャーナリズムの間でも分かれているのは周知の事実である。別稿（3）でもごく簡単にふれ
たように，中間報告では高らかに表明されていた地方分権理念と分権型社会の骨格を構成する
考え方が，第1次勧告では総論部分でも後退し，個別領域に踏み込んだ第2次勧告以降は一層
トーンダウソしている印象はまぬがれ難い。機関委任事務の廃止と国の関与の一般原則を明示
した点は評価されるが，①機関委任事務の約4割もが国の強い関与を受ける法定受託事務化さ
れたこと，②自治事務に対しても「指示」「是正措置要求」という国の強い関与の仕組みが導
入されたこと，③事務権限の自治体への委譲，とりわけ市町村へのそれは少ないこと，④税財
源の自治体への委譲はほとんどないこと，⑤必置規制の廃止・緩和により，教育，福祉行政で
の専門性や住民サービスの低下の恐れがあること，⑥自治体行政への住民参加制度の拡充は，
市町村合併の場合以外はほとんどないこと，⑦国・自治体間での係争処理機関の中立性・公正
性の問題，⑧本来自治体が独自で決めるべき地方議会の議員定数の上限を削減の方向で法制化
したこと，⑨駐留軍基地用地の使用等に関する事務を直接執行事務化し，自治体の関与できる
余地をなくしたこと，⑩総じて，地方分権を行政改革（規制緩和）路線に包摂していく傾向が
強まり，住民自治の充実強化のための地方分権という視点からの提言は不十分であること，な
どが批判の論点として出されてきた（4）。
　分権推進委の委員として中心的役割をになった西尾勝・東京大学教授（現国際基督教大学教
授）は，こうした批判や論点に留意しつつ，次のように指摘している。すなわち，「第3の改
革」ともいえるこの大事業を平常時の政治状況のもとで円滑に遂行するには，すべての問題点
を一挙に根底から解決することなどはおよそ不可能であり，「今次の分権改革は，あくまで第
1次の分権改革として，地方分権を推進していくためのベースキャンプを設営したに止まるも
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のと受け取られるべき」であり，当事者の一人としては，「現在の政治状況下で期待可能な最
大限の成果を上げ得たと確信している」（5）と。次いで，今次の勧告作成にあたって分権推進委
の採った基本戦略と方法を次のように説明している。第1に，地方分権を推進する基本方策に
は事務権限の委譲と国の関与の縮小廃止の二つがあるが，今次の改革では主として後者の方策
を採ることによって自治体の自己決定権の拡充に重点を置いたこと。実際にも勧告事項の9割
以上は関与の縮小廃止に属している。第2には，主要なターゲットを自治体に対する国の関与
の中核的な制度となってきた機関委任事務の廃止と必置規制などの廃止縮小に置いたこと。第
3として，勧告内容を実現可能な事項にしぼったこと。すなわち，勧告にもられた改革事項は
すべて各省庁と合意に達したものであり，実現可能なものであること。第4に，各省庁の責任
ある複数の関係者とのグループ・ヒヤリング（膝詰め談判）方式を採用し，合意形成を進めた
こと，などである（6）。
2　地方分権一括法の概要と特徴
1）概要と特徴
　さて，政府は分権推進委の第4次までの勧告を受けて，1998年5月に地方分権推進計画を作
成し，それを踏まえて翌年3月末に地方分権一括法案を国会に提出した。衆議院では5月13日
に本会議で趣旨説明・質疑の後，行政改革に関する特別委員会に付託され，質疑，広聴会等を
経て，ごく一部の修正の上，6月11日本会議で賛成多数で可決。参議院では6月14日の趣旨説
明の後に行財政改革・税制等に関する特別委員会に付託，7月8日本会議で賛成多数で可決・
成立した。なお，衆参両院の各特別委員会でそれぞれ附帯決議がなされている。
　地方分権一括法（案）の内容については，「分権推進委の勧告事項はほぼ100％忠実に盛り込
まれ，勧告と分権推進計画と法案の間に見られる表現上のずれは，ごくわずかな範囲内にとど
まっている」（7）といわれている。この膨大な法律を勧告等と照らしてその異同を比較精査する
余裕はないので，とりあえず同一括法の概要と特徴にふれておこう。
　野田毅自治相の国会における法案趣旨説明⑧や自治省関係者の解説（9）によれば，地方分権一
括法の趣旨はつぎの6点にあるとされている。
　第1は，国と自治体の役割分担の明確化である。すなわち，国は本来果たすべき次のような
役割一①国際社会における国家としての存立にかかわる事務（外交・防衛・通貨・司法な
ど），②全国的に統一して定めることが望ましい国民の諸活動又は地方自治に関する基本的な
準則に関する事務（公正取引の確保・生活保護基準・労働基準など），③全国的な規模，視点
に立って行うべき施策・事業の実施（公的年金・宇宙開発・基幹的交通基盤など）一を重点的
に担うものとされる。他方，自治体は，「住民の福祉の増進を図ることを基本として，地域に
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おける行政を自主的かつ総合的に実施する役割を広く担うもの」とされている（改正地方自治
法1条の2）。
　第2は，機関委任事務制度の廃止とそれに伴う事務区分の再構成である。前記のように，す
ぺての機関委任事務は国の直接執行事務と廃止される事務を除き，法定受託事務と自治事務に
区分されている。法定受託事務は，「国が本来果たすべき役割に係るものであって，国におい
てその適正な処理を特に確保する必要があるものとして法律又はこれに基づく政令に特に定め
るもの」（改正地方自治法2条9項一号）とされ，自治事務は，「地方公共団体が処理する事務
のうち，法定受託事務以外のもの」（同2条8項）と定義されている。地方自治法に置かれて
いた機関委任事務に係わる規定一主務大臣・知事の指揮監督権，取消命令権，職務執行命令権
など一は削除されるとともに，それにそって機関委任事務を定めていた351の個別法律が改正
された。
　第3は，国の自治体に対する，都道府県の市町村に対する関与の「抜本的」見直しと新たな
ルールの創設である。これは機関委任事務の廃止と並んで，今回の一括法の核心部分とされて
いるものである。分権推進委勧告では新たな関与の基本類型については，「一般ルール法」の
制定が示唆されていたが，一括法では地方自治法改正の形式がとられた。まず前記のように，
主務大臣・知事の包括的な指揮監督権が廃止されるとともに，関与の「法定主義」，「必要最小
限の原則」が明文化された。次いで，関与の基本類型として，自治事務については，①助言・
勧告，②資料の提出要求，③協議，④是正の要求の四つが，法定受託事務については，①～③
に加えて，④同意，⑤許可・認可・承認，⑥指示，⑦代執行の七つが規定されている。しか
し，法定受託事務の関与のうち④～⑥も自治事務についても限定的に可能であるとされ，⑦代
執行も例外的に認められることになっている。自治事務に係わる④是正の要求とともに，これ
らの法定受託事務に係わる関与を自治事務にも認めていることは，地方分権の趣旨に反するも
のとして国会審議において大きな論点となったものである。さらに，関与に係わって，その公
正さと透明性を確保するものとして，書面主義の原則，許認可等の審査基準の設定・公表，標
準処理期間の設定・公表などの手続きルールが規定された。
　また，国の関与をめぐる国と自治体との間の係争を解決する仕組みとして，「国地方係争処
理委員会」が創設された。この委員会は，総理府に置かれるものであり，国会の同意を得て首
相によって任命される5人の委員からなる「公平・中立でかつ独立性を有する機関」とされて
いる。同委員会は，自治体から国の権力的な関与（法的拘束力ある関与）に不服の申し出がな
された場合に審査を行い，その関与が違法の場合は，国に対して必要な措置を講ずるよう「勧
告」する。自治体は，同委員会の審査結果や勧告に対する国の対応に不服がある場合は，高等
裁判所に提訴できるというものである。また，都道府県と市町村の間の係争案件については，
案件ごとに自治大臣に任命される3人の「自治紛争処理委員」の合議によって同様な対処をす
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るものとされた。
　第4は，権限委譲の推進である。35本の個別法の改正により，国の権限が都道府県に，都道
府県のそれが市町村の規模能力に応じて委譲される。現行の指定都市・中核都市に加えて，政
令で指定される特例市（人口20万以上）が創設され，それに一定の権限が委譲される。また，
「条例による事務処理の特例制度」が創設され，都道府県の条例によって都道府県の権限に属
する事務を市町村に再配分することが可能となる。
　第5は，必置規制の廃止・緩和である。国の法令等で，自治体における組織の設置や置くべ
き職員の名称・配置基準・資格などを義務づけているものが「必置規制」と呼ぽれている。こ
れらは，国による自治体統制の一つの手段であり，自治体の自主組織権を侵害し，地方行政の
総合化・効率化を妨げるものとして地方6団体からも廃止縮小の要望が出されていた。38本の
法律が改正され，その廃止・緩和がなされている。
　第6は，自治体の行政体制の整備・確立に関する現行法制度の改正である。まず，地方議会
の活性化を図るためとして，議員立法および修正動議の提出，発議要件を現行の議員定数の8
分の1以上から12分の1以上に緩和すること。次に，議員定数に関する現行の「法定定数制度」
（地方自治法で人口区分ごとに定数を規定）を廃止し，「条例定数制度」（改正地方自治法の人
口区分ごとの上限数の範囲で条例で定数を定める）を導入する。但し，定数の上限数は削減さ
れている。また，自主的な市町村合併を促進するために，住民発議制度の拡充，知事による合
併協議会設置の勧告，合併に際しての財政支援措置の充実などを内容とする法律改正が行われ
ている。
　以上が，地方分権一括法のおおまかな内容と特徴である。これによって現行の国と自治体間
の行政の基本システムが大きく変わることは間違いないであろう。もっとも，それが言葉の本
来の意味における地方自治とその基盤である住民自治の活性化をもたらし，民主主義と人権が
保障される分権型社会への確実な制度的保障になるか否かは即断が難しい。前述した多くの問
題点や疑問点があることも事実である。しかし，住民や自治体が積極的に活用しうる制度や手
掛かりも少なくなく，それらを活用しきる住民と自治体関係者の新たな自治意識と自治力量が
求められていることは確かなことである。
2）　地方分権一括法の評価をめぐって
　周知のように，地方分権推進委員会の一連の「勧告」およびそれらにもとついた地方分権推
進計画についての評価は大きく分かれてきたが，それらを踏まえて法制化された今回の地方分
権一括法に関しても同様である。例えぽ，「今回の改革は，基本的な制度の枠組みを転換する
ものとして，分権型社会の形成に向けた大きな前進となるものといえよう」（10），「今回提案さ
れている一連の分権改革は，現時点において，現在のさまざまな状況のもとで望みうる，直ち
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に実行可能な最善の改革案になっている」（11）との積極的な評価がある一方，「形式的な法制化
主義がまかり通って，地方自治，住民自治を拡充させていく内容が不足している。機関委任事
務が廃止されて『三割自治』から『六割～七割自治』になるといわれているが，法改正によっ
て，むしろ壮大な関与の仕組みがつくられたといわざるを得ない」（12）との厳しい批判がよせら
れている。
　多くの論者が指摘しているように，留意すべきことは，地方分権一括法と同時に「中央省庁
等改革関連法」が成立・公布されたことである。これは，行政改革会議の「最終報告」（1997
年12月）にもとついて立法されたものであるが，内閣法の一部を改正する法律，内閣府設置法
など中央省庁の再編に関する17本の独立した法律を“総称”したものである。内閣・官邸の機
能とリーダーシップを抜本的に強化するとともに，現在の1府22省庁を1府12省庁に大くくり
に再編「スリム化」することによって戦後型行政システムを根本的に改め，より効率的，機
動的な政府を実現することをめざしたものとされている（13）。中央府省庁の新体制は，来る
2001年1月発足が予定されており，文部省は科学技術庁と合体して文部科学省になる（文部科
学省設置法）。この二つの膨大な法律（法律群）は一体のものとみなされ，国会での委員会審
議も，行政改革に関する特別委員会（衆議院），行財政改革・税制等に関する特別委員会（参
議院）でそれぞれ同時並行的に行われた。内閣府の設置による内閣・官邸機能の抜本的な拡充
・強化，総務省・国土交通省など新たな巨大な省の実現は，地方分権一括法による「地方分権
の推進」にどのような影響をもたらすのであろうか。この一見したところ矛盾しているとも思
われる二つの改革はどのように結びついているのであろうか。国会内外の論議においても，こ
うした重要な問題は十分に明らかにされたとは思われない。
3．地方分権一括法と教育の地方分権
1）　地方分権推進委員会勧告とそのイソパクト
　地方分権一括法に盛られた教育分野の21本の法律改正は，分権推進委の勧告とそれを受けて
出された中教審答申等の提言にもとついていることは前述のとおりである。とりわけ前者のイ
ソパクトは大きなものであった。分権推進委で教育分野の課題をおもに担当したのは「くらし
づくり部会」（部会長・大森彌東京大学教授）である。まず，中間報告では，「地域が人を育む」
という視点に立って，人々が個性を育み，さまざまな可能性を引き出しうるような教育・学習
システムをいかにして確立するか，という問題意識のもとに具体例を検討・整理したと述べて
いる。義務教育制度に関する検討の視点として，教育を受ける子どもの立場に立った見直しを
行うために，「教育の第一線にいる教師と子供たちのふれあいの現場を重視する」，「教育委員
会のあり方について，その担うべき事務の範囲やその活性化の方策も含め，見直しが必要」と
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の二つがあげられている。例示された3項目の改革方向として，①教育課程編成の一層の弾力
化，②就学校の指定の自治事務化，③義務教育費国庫負担制度にかかる各種事務の大幅な簡素
化，が示唆されている。また，教育長の任命承認制については，廃止の方向での検討が述べら
れている。
　第1次勧告では，①教育課程基準の一層の大綱化・弾力化，②教育長任命承認制の廃止（な
お，廃止に際して教育長に適材を確保する方策，小規模市町村の教育委員会の事務処理体制の
充実方策，教育行政に住民の意向を反映するための方策等，教育委員会の活性化のための方策
について検討する），③文部大臣の関与および教育委員会相互間の関係（地教行法第5章）の
一般ルールの考え方に沿っての見直し（機関委任事務制度の廃止に伴う文部大臣の指揮監督の
廃止，教育委員会の自立性を高める観点に立った文部大臣の教育委員会に対する指導・助言・
援助の見直しなど），④義務教育費国庫負担金に関する各種事務手続きの大幅な簡素合理化，
⑤機関委任事務の自治事務・法定受託事務への振り分け（学齢簿の編製，就学校の指定に関す
る事務，学級編制の基準の設定・認可に関する事務などの自治事務化等）などが明記された。
　第2次勧告では，①第1次勧告で未決着であった大半の機関委任事務の自治事務・法定受託
事務への振り分け（市町村の自治事務とされたものは，就学義務の猶予・免除，小学校等の就
学時健診に関する事務などわずか），②文部大臣・都道府県教育委員会の指導・助言・援助の
規定（地教行法第48条）の見直し（少なくとも，同条1項末尾の「行うものとする」との表現
は改めること），市町村の設置する義務教育諸学校の学級編制にかかわる都道府県教育委員会
の認可の廃止（市町村は都道府県と事前協議を行うこととし，その際，都道府県との合意又は
同意を要する），④社会教育分野における必置規制の廃止縮小（国庫補助を受ける場合の公立
図書館長の司書資格・専任制および司書・司書補の配置基準の規定の廃止，公民館の館長・主
事の専任規定の廃止，公民館運営審議会の任意設置化等）などが提言されている。
　第3次勧告には教育分野に関する改革提言なく，第4次勧告では，市町村立の学校（高等専
門学校および大学は除く）の学期の決定権限が都道府県から市町村に委譲された。
　以上が，分権推進委がうち出した教育分野での提言の主なものである。中間報告の段階で表
明されていた注目すぺき「問題意識」や義務教育制度の検討に関する二つの「視点」が，その
後の勧告の中に十分に発展的に貫徹したとは思われない。とりわけ，教育内容行政における文
部省の関与の問題への切り込みに対して不満が残る。国等の関与の廃止縮小を最大の課題とし
た分権推進委の立場から言っても，教科書の検定・採択行政をまったく不問にしているのは片
手落ちではなかろうか。また，必置規制の廃止縮小の検討にあたっても，教育文化の分野にお
けるそのあり方が個別的にかつ丁寧に検討されるべきではなかったか。
　とはいえ，教育長の任命承認制の廃止をはじめとする地教行法の見直しを提起したことのイ
ンパクトとは大きかった。すでに別稿（14）でも指摘しておいたように，分権推進委が中間報告
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で早々とこの問題を検討課題の筆頭に取り上げ，グループ・ヒヤリソグをとおして文部省関係
者との論戦を粘り強く行い合意形成に至ったことにより，教育長の任命承認制の廃止を含む地
教行法の見直しに向けて文部省もその重い腰を上げたのではないかと思われる。分権推進委第
1次勧告（1996年12月）のわずか5ヵ月前に出された第15期中教審の第1次答申「21世紀を展
望した我が国の教育の在り方について」（96年7月）には，地教行法の見直し問題については
何一つふれられていなかった。しかし，第1次勧告の直後に文部省がまとめた「教育改革プロ
グラム」（97年1月）の中には，「地方教育行政システムの改善」が掲げられ，その一環として，
「教育長任命承認制の廃止，教育長に適材を確保する方策」などの検討に早急に着手すること
が明記され，ほぼ同時に，文部省内に検討グループとして調査研究協力者会議が設置されてい
ったのである。第1次勧告の後，分権推進委の当事者の一人も，「地方教育行政の特例法，あ
れにやっと手を付けることになりましたので将来は大きい意味をもつ」と述べていた（15）。
2）　中教審答申と教育の分権化
　分権推進委の第1次答申を受けて，97年1月末，文部省内に設置された「21世紀に向けた地
方教育行政の在り方に関する調査研究協力者会議」は，同年9月中旬，「論点整理」の形でか
なり詳細にわたる調査研究の報告をまとめた。これを受けた町村信孝文相は，9月末，別件を
テーマにして開催中の中教審に「今後の地方教育行政の在り方について」を追加諮問する。中
教審内に「地方教育行政に関する小委員会」が設置され，前記「論点整理」を基本的な資料と
して精力的な審議が開始される。中間報告（98年3月）の公表を経て，正式な答申「今後の地
方教育行政の在り方について」が同年9月に提出された。
　答申は，「はじめに」で基本的な考え方を述べた上で，教育行政における国，都道府県，市
町村の役割分担の在り方（1章），教育委員会制度の在り方（2章），学校の自主性・自律性の
確立（3章），地域の教育機能の向上と地域コミュニティの育成及び地域振興に教育委員会の
果たすべき役割（4章）から構成されている。この構成からも明らかなように，今回の答申の
特徴は，「学校の自主性・自律性の確立」と「地域の教育力の向上……に教育委員会が果たす
べき役割」の二つの柱を立て，「学校と教育の在り方，それを支える教育委員会の在り方に焦
点を当て」，学校および教育行政に関する制度とその運用を見直すことに力点を置いているこ
とにあると思われる。「基本的な考え方」の末尾には，いかにも歯切れの悪い“官僚的”文章
ではあるが，次のように記されている。「行政改革，地方分権の観点を十分に考慮し，国の果
たすべき役割を明確にした上で，例えぽ，これまでの細部にわたって指導等を行っていた文部
省の行政の在り方を見直すとともに，国や都道府県の市町村や学校に対する関与を必要最小限
度のものとするなど，各地域や学校における主体的かつ積極的な活動を促進する観点から地方
教育行政制度の在り方について見直しを行い，新たな国，地方公共団体と学校との連携協力体
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制の在り方を示すこととした」，と。分権推進委の勧告が，主として国と都道府県・市町村の
間の関与関係と事務再配分に限定されているのに対して，中教審答申はさらに学校や地域への
「分権」を検討しているようにも見える。
　答申が提言している具体的な改善方策の内容は多岐にわたっているので，以下，主に法令の
改正が必要となると思われる事項にしぼって特徴を見ておきたい。
　まず，「教育行政における国，都道府県，市町村の役割分担の在り方」では，①学校設置基
準等の監督庁規定「当分の間，これを文部大臣とする」（学校教育法106条）は，国の役割を明
らかにする観点から見直す，②教育課程の基準の大綱化・弾力化，③公立小・中学校の学校編
制および教職員定数の弾力的運用と市町村教育委員会の自主的判断の尊重，④国・都道府県の
指導，助言等を義務づけている規定（地教行法48条等）の見直し，⑤都道府県教育委員会の有
する市町村学校の組織編制等の準則設定規定（地教行法49条）の廃止の方向での見直し，⑥教
職員の研修等に関する権限の中核市への委譲，などが挙げられている。
　次に，「教育委員会制度の在り方」に関しては，①条例による都道府県等の教育委員の定数
の増員（例えば7人），②教育長の任命承認制の廃止と議会同意制の導入，③指定都市を除く
市町村の教育長の専任化，④都道府県を含む広域連合への教育委員会の設置など，いずれも地
教行法の改正を要する方策が提言されている。本答申の“目玉”ともいわれている「学校の自
主性・自律性の確立」の柱では，「校長の方針の下に地域の実情に応じた組織的，機動的な学
校運営が行われるようにするため」に，学校の自主性・自律性の確立が企図されている。具体
的には，①学校の裁量を拡大する方向での学校管理規則の見直し，②教職員人事や学校予算の
編成・執行に際しての校長の意向反映や裁量の強化，③校長の任用資格の弾力化，④職員会議
・の性格の明確化（校長の職務の円滑な執行に資するため，校長が主宰するなど），⑤校長の推
薦により学校設置者が委嘱する学校評議員制度の導入，など学校運営に係わる全権を校長に集
約し，その校長の強力なリーダーシップによる学校運営が期待されているかのように見える。
　最後に，「地域の教育機能の向上等」の柱では，教育委員会が地域の関係機関等と連携強力
して教育環境を整備し，さまざまな教育機能の協調・融合を促進するための総合的な施策の推
進の必要性が強調されている。具体的には，①特別非常勤講師として地域の人材の積極的な登
用，②地域コミュニティの拠点としての学校，公民館等の活用，などが挙げられている。
3）　地方分権一括法と教育の地方分権
　前述のように，地方分権一括法のうち文部省関係部分は，21本の関係法律の一部改正（うち
1本廃止二青年学級振興法）からなっている。これは，閣議決定された「地方分権推進計画」
と同計画において検討事項とされたものの具体化について提言した前記の中教審答申にもとつ
いている。
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　関係法律21本の改正のポイソトは次の五つに整理できるだろう。
　第1は，機関委任事務の廃止とそれにかかわって必要となった関係法律の改正である。第2
は，教育長の任命承認制の廃止をはじめ文部大臣・都道府県教育委員会の関与の廃止・縮小を
基調とした教育委員会制度の再編にともなう地教行法の改正であり，教育の地方分権にかかわ
る改正の中心を占めているものである。第3は，必置規制の廃止あるいは緩和にともなう社会
教育法をはじめとする社会教育関係の法律改正である。第4は，学校教育法の監督庁の読み替
え規定の廃止にかかわる改正である。第5は，権限の委譲にかかわるものであり，文化財保護
法や地教行法の改正である。
　まず，教育分野においても機関委任事務は廃止され，自治事務と法定受託事務に振り分けら
れた。文部省資料（16）によれぽ，法律で規定された従前の機関委任事務105件は，64件（61％）
が自治事務に，41件（39％）が法定受託事務になった。学校法人・宗教法人の設立認可事務の
ほか国の補助金が係わる事務などが法定受託事務とされたが，就学義務，学級編制，教職員の
任免，教員免許状授与などをはじめ多くが自治事務となった。もっとも，自治事務の大半は都
道府県のものであり，市町村のそれは学期の決定，学齢簿の作成，就学校の指定などわずかで
ある。自治事務に対しても文部省や都道府県教育委員会の関与は残るが，従来のような包括的
な指揮監督権は廃止されるのである。
　次に，文部省等の教育委員会等に対する関与の廃止・縮小を中心に地教行法は制定以降はじ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」めての大改正が行われ，教育委員会制度はその根幹部分を含め再編される。教育長の任命承認
制が廃止されるとともに，都道府県および政令都市の教育長も市町村と同様，教育委員の中か
ら任命される。また，機関委任事務の廃止にともなって文部大臣・都道府県教委の指揮監督の
規定は削除され，文部大臣等の教育委員会に対する措置要求の規定も削除され，改正地方自治
法に新たに規定された一般的関与に従うことになる。問題となっていた文部大臣・都道府県教
委の広範な指導・助言・援助については，「行うものとする」との義務規定が「行うことがで
きる」と改正され，都道府県教委による市町村立学校に関する基準設定権の規定も削除され
た。なお，都道府県教委および指定都市教委の委員は6人とすることができるとなったが，う
ち1名は教育長を兼ねるので実質的には定数は変わらない。
　第3は，必置規制の廃止・緩和問題により社会教育法，図書館法，博物館法などが改正され
る。公民館運営審議会の任意設置化，館長や主事の専任規定，館長の任命にあたっての審議会
からの意見聴取義務規定は削除される。また，社会教育委員，．公民館運営審議会の委員の構成
規定が簡素化され，現行の委嘱手続き規定も削除となる。図書館については，国の補助金を受
ける図書館の館長の司書資格と専任規定，司書等の配置基準規定はともに削除され，図書館協
議会の委員構成規定が簡素化される。博物館については，博物館協議会の委員委嘱規定などが
削除されることになる。これらの問題は，特に社会教育関係者から強い批判が出されていたも
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のであるが，これによって自治体のサービスが後退することにつながってはならないだろう。
　第4は，学校教育法上にある各種の基準設定にかかわる「監督庁」規定を，「文部大臣」，「都
道府県の教育委員会」などに明確化し，「当分の間，文部大臣とする」などとされていた規定
を削除するものである。現行の読み替え規定をそのまま適用したものではあるが，法的には
「当分の間」という文部大臣等の「暫定権限」を「恒久化」したと言える。
　第5の権限委譲にかかわるものとしては，文化財保護法にかかわる3件のほか，県費負担教
職員の研修権限が都道府県教委から中核市教委へ，市町村立高等学校の通学区域設定の権限が
都道府県教委からすべての市町村教委へ委譲されることのわずか2件に止まっている。
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